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総合的な少子化対策の推進に向けた「庁内の推進体制の整備」等について   

平成19年12月に「子どもと家族を応援する日本」重点戦略、「仕事と生活の調  

和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動  

指針」が策定されたところである。   

これらを踏まえると、これまで以上に、地方公共団体における児童福祉、J母子保  

健、商工労働、教育、住宅等の関係部局が連携を図るとともに、地方公共団体のみ  

ならず、それぞれの地域における関係機関や企業などの関係者との協働体制のもと  

で、仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直しも含めた総合的な少子化対策  

の推進を図ることが必要である。   

このため、「総合的な少子化対策の推進について」（内閣府政策統括官（共生社会  

担当）、総務省大臣官房総括審議官（政策企画担当）、厚生労働省雇用均等・児童家  

庭局長の連名による平成20年1月22日付け府政共生第47号、総行自第3号、  

雇児発第0122001号）を発出し、地方公共団体に「少子化対策推進本部の設置等に  

よる庁内の推進体制の整備」及び「地域の企業や民間団体等との協働の推進」を図  

っていただいているところである。   

なお、これらの整備状況は次のとおりであるが、次世代育成支援対策推進法（平  

成15年法律第120号）に基づく現行の都道府県及び市町村行動計画が平成21  

年度をもって計画期間を終えることから、次期計画の策定に向けて、早急にこれら  

の体制整備の構築を行うことが求められている。   

都道府県におかれては、市町村における庁内の推進体制の整備等が促進されるよ  

う、市町村への助言等のご協力をお願いする。  

（参考）  

O「総合的な少子化対策の推進に向けた『庁内の推進体制の整備』等の状況調べ」の   

集計結果について（平成20年8月1日現在）（詳細版）  

・内閣府（少子化対策）ホームページ   

http：／／www8．cao．gojp／shoushi／10motto／other／0－1／index・html  
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「総合的な少子化対策の推進に向けた『庁内の推進体制の整備』等の   

状況調べ」の集計結果について【平成20年8月1日現在】  

1．庁内の推進体制の整備状況  

（1）都道府県（47都道府県）  

（D設置済み  

②設置予定  

・うち、平成20年度中  

■うち、平成21年度中  

（2）市町村（1，810市町村）  

（D設置済み  

（塾設置予定  

・うち、平成20年度中  

・うち、平成21年庭中  

③平成21年度中までに設置  

予定なし（現在検討中で  

実施時期未定を含む。）  

45都道府県（96％）   

2県（4％）  

1県（2％）  

1県（2％）  

512市町村（28％）  

616市町村（34％）  

162市町村（9％）  

454市町村（25％）  

682市町村（3・8％）  

2．地域の企業や民間団体等との協働の推進  

（1）都道府県（47都道府県）  

①設置済み  

（∋設置予定  

・うち、平成20年度中  

・うち、平成21年度中  

42都道府県（89％）   

5県（11％）   

2県（4％）   

3県（6％）  

（2）市町村（1，810市町村）   

（D設置済み   

（塾設置予定  

・うち、平成20年度中  

tうち、平成21年度中  
③平成21年度中までに設置  

予定なし（現在検討中で  

実施時期未定を含む。）  

492市町村（27％）  

454市町村（25％）  

106市町村（6％）  

348市町村（19％）  

864市町村（48％）   

※詳細は、別添参照  
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総合的な少子化対策の推準に向けた「庁内の推進体制の整備状況」等の状況  

1．庁内の推進体制の整備状況  

（平成20年8月1日現在）   日ノゝ  （成 年 月 日現在）   

設置つ青みrA）  設 置 予 定【日】  
口 

庁内  （平成20年8月1日現在）  平成20年庭中（平成ZO年8月Z日一年成Z了年3月3一日）に設置予定  ・享，  

設 置 の 形 態  設 置 の 形 態（予 定）  設 置 の 形 態（予 定）  直予定なし  
体制  

設置予定  設定予定  【c】  

①タイプ（d）  ②タイプ（e〕J③タイプ叫④その他（g）  

北 海 道   
青 森 県  
岩 手 県   
宮 城 県   
秋 田 県   
山 形 県   
福 島 県   
茨 城 県  ロ  ロ  
栃 木 県   
若羊 馬 県   
埼 玉 県   
干 葉 県   
東 京 都   
神水川 県   
新 潟 県   
富 山 県   
石川県  
福井県   
山 梨 県   
長 野 県   
岐 阜 県   
静 同 県   
愛 知 県   
＝ 董 県   

滋 賀 県   
京 都 府   
大 阪 府   
兵 庫 県   
恵 良 県   
和歌 山 県   
鳥 取 県  
ヨ■■離  三   
岡 山 県   
広 島 県   
山 口 県   
徳 島 県   
香 川 県   
愛媛県  
高知県  
福岡県   
佐 賀 県   
長 崎 県   
熊 本 県   
大 分 県   
宮 崎 県   
鹿児 島 県   
沖 縄 県   
合    計   45   5   4   0   0   0   0   0   0   0   0   0   

※横切の体制が存在する自治体があり。  
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（平成20年8月1日現在）  
（2）市町村舅  

設置予  
設置済み【A】   平成21年庚申（平融1卯月一日～平成22和郎1El）に設置予定  設置予定なし【c】  

（平成20年8月1日現在）  平成20年反中（平成ZO和郎日一平成21和月3一日）に設置予定  （現在検討中で実施時期  
庁内   設置予定   設置の形態（予定）  未定を含む．）  設置予定  設置の形態（予定）  
体制  み  

北海道  39  3  10  20  

5  

0  10  0  0  2  

町村数割合       の  タ  矩                    向  1   q  r  S  4 の        ∨     田  
2  3  D  

青森県  8  0  

2  

4  4  2  
D  

9  0  Z  0  5  
40  1Z  

3  
D  

岩手県  ‖  
2  

0  0  
12  2  0  8  

35  
0  

47．2●i  
3  0  

8   0  宮城県   
0   12   0  

36   
0   

Z  8  6  

3   3   4，0－i   0   0   

秋田県  6  0  0   

0  0  Z  3  28即■   
4  

0   0   Z   
Z5  10   

6  山形県  25。7％  
0  20  0  

4  

2  6  

35  26  
2  0  0  

18．6％  福島県  
0  4  0  4  

3  2  3  6  
0  3  8  2  8  0  

59  36．41i  
6  

茨城県  44  14  
4  

Z  
0  0  8  0  2  

17  
0  3．Zli  0  0  

栃木県  31  5   2  

0   0   
0   12   0  2  3  0  7  

2  

2  
2  

9  4  7．91i  
群馬県  38  之1  

0  2  51l‘  
5  

2   0   10  18   
＝  9  2  4  

埼玉県  70  Z7   10  
1   17   

7  5  

2  8  

2  5  

3  
16  

4   0  0  D  

千葉県  19  
3  7  

56  
0   2   O 5  

8  9  

0  0  
12   

10  9  4  

東京都  62  34  
4  

0  
4  

6 
0  0  

14  
2  0  

神奈川県  13  之  
9  

33  
0  0  O 8  9  

3  丁  新潟県  6  0  2  

0  3  

0  0  6  0  O Z  
31  

4  

6．7■i  0  富山県  4   0  O 4  

0  

Z  0  2  7   

15  
4  

2  4   0   石川県  4  
4   

3  
0  

0  0  1■’  0   0   O 3  
19  

4   

5．9■i  O 
福井県  5  0  

0  O 7  

3  0  2  0  
2  0  2  32．11i  1ロ  

4  0  
5  

2  0  17  0  4  O 13  28  44  
3  0  

0  

Zl．0，i  
15  2  2  O 1D  16  

岐阜県  0  

山梨県 長野県   
Z  3  0  0  

7  0  3  
42  ZZ  

4  

静岡県  41  8   2  

9   

2   18．Oli  0  0  2  2 7  26  
8  0   5  0  

愛知県  16  2  4  

0  

3  2  
0  0  2  9l■  0   0   0   Z  

61  18   
4  

8  

8  

0  10   0  0  
三重県   29   7   3．8．  

3   0  滋賀県  12  0  

0   
0  0  0  8  2   0  0   6   

Z6  
O   

13   50，D－i  
0  0  

19．2†i  Z  2  京都府  
0  0   7  

0  

6  4  

0  5  
Z6  14  

7  3  
2  0  

大阪府  ZO  
0  

9  

0  2之．Oli  2  5  
43  122．肌  

2  0  
0   

Zl   3  3  兵庫県  
0  3   

0  

0  0  l  

41  22  
2  4  6   3   0  

28．2兄  奈良県  
3  1Z  2   0   T  

3g  9   

4  0  0  0  
2  

0  0   0  0  31．8●i  0  3  38．8●○  
5．31i  

鳥取県  和歌山県   30   5   16．7，i   □   n 0  山 可   0  
0■′   0   0   0  0  

19  
0  

0   90．51  
0  0  0  0  0  

島根県  Z  0  0  

0  
0  

0  33．ユIi  0  
21  7  

3．71i  0  0  

10  8  岡山県  
D  3  0  0  

27  47．8Ii  
3  

2  2  0  0  2  0  

広島県  30．4％   
0  

0  
0  0  0   3   0  0  0  3  

23   0  

0  
0   0  0  

山 口 県   17  85．Ol   16   
3  

4   
0   0   0   0   4  16．7   

0  

0   0   0   
20  13   

0  
2  8．3丁‘  2  

徳島県  5  

5．9▼  0   0   0   0   
24  8  47．1Ii  

5．9l  0  0  0  0  

香川県  丁   2  

0   2   
0  D  

0   1D   50．0●   2  0  0  4 20．肌  
2   5．0■  0   

愛媛県  5  

1  0  0   

0   2  1  

6  3  
ZD  

2   
1    5 44，1■i  

514．7l  0  

高知県  34  4   1  

0  1  4   

5  4  8   4  
D   0  5   0  2  l   

0  1  2  

710，即   
福 岡 県   6  6  21  

2  6 30．0  
0   

Z   O   2   9 45．肌  
0   4   20．0■   0  0   佐貝県  50   

0  0  1    0 43，5！  0  0  

0  0  

2   

20 0  9   39．1●i  
14．3●  0  0  長崎県  313．0  2  

0  0  2 1  

之  
0  6  0  5 1633．30・  

0  4  7  5  48＿3■  0  2  熊本県  1  

0  5 27．8  0  

2  

0  3  
48 

2  
633．3％  

211．1●  0  0  0  大分県  5 27．8   
3  

9 30．00   0- O 4  0  5 
8  

0  0  

0   
1446．70i  

26．7■  0  0  宮崎県  3  Z  

1  
12 26．1  5  5 

2   7  

0  

2  

2  
1634．肌  

3   4 8．了  0   0  鹿児島県  1   

3  0  1  
4  14 34．1   －i  

4  3   

3  0  1  0  1   

4   819．5●一  
Z  

9 22．ロ  沖縄．  41 O Z4．4  
12  59  454】 25・1・  3Z  30 101 川 28  

8  
65  合 計   51    封 Z8．3   87 

※視て班の  



2，地域の企業や民間団体等との協働の推進  

（1）都道府県分  （平成20年8月1日頚在）   

設置済み【A】  設 置 予 定【日】  
協働  （平成2D年8月1日現在）  平成之0年度車（平成ZO年8月Z百”平成Z；年コ月○＝］）に設置予定  平成21年 度までに設  

設 置 の 形 態  設 置 の 形 態（予 定）  設：置 の 形 態（予 定）  直予定なし  
体制   設置予定  

：・；■ すi  

G）タイプ（q〉  （むタイプ（「）  ③タイプ（5）  ④その他（t）⑤未定（∨）   

【c】  

①タイプ（d）t②タイプ（e）   ③タイプ（の  ④その他（g）  

北 海二道   
青 森 県   
岩 手 県   
宮 城 県   
秋 田 県   
山 形 県   
福 島 県   
茨 城 県   
栃 木 県   
群 馬 県  
埼 玉 県   
千 葉 県   
東 京 都   
神女川 県   
新 潟 県   
富 山 県   
石 川 県   
福 井 県   
山 梨 県   
長 野 県   
岐 阜 県   
静 岡 県   
愛 知 県   
ご 重 県   
滋 賀 県   
京 都 府   
大 阪 府   
丘 庫 県   
恵 良 県   
和 歌 山 県   
三】■■■■   ＝  

島 根 県   
岡 山 県   
広 島 県   
山 口 県   
徳 島 県   
香 川 県  
愛 媛 県  
高 知 県   
福 岡 県   
佐 賀 県  
長 崎 県   
熊 本 県   
大 分 県   
宮 崎 県   
鹿児島県   
沖 縄 県   
ム    計   42   Z8  0  」   柑   2   2   0   0   0   0   3   0   0   0   0  3  0  

⊂∩  



（平                       成20年8月1日現在）   

A                                                                                             （2）市町村∠  

設置予  平成21年庚申までに  
設置済み【A】  

平成20年度中（平成ZO年8月Z白一平成Zl年3月31日）に設置予定  平成21年度中（平成21年4月＝ヨー平成Z之年3月31日）に設置予定  設置予定なし【c】  
協働  （凋在横村中で実施時朋  

設置予定  設置の形態（予定）  設置予定  設置の形態（予定）  未定を含む．）  
体制   設 置 の 形 拡  

3   6  6  Z  0  
市町村数割合    設置済み                      定        市村数 割合      ①タイプく）②タイプ（「＝③タイプ（s）㊥その他（0⑤未定（v）    】町村赦  割合  ①タイプ（d）  ②タイプ（e）  ③タイプ（口  匂）その他（g）  市町村数  割合  ①タイプU）  タイプ（k）  タイプ（l）  ④その他（m）  未（○）  町・  ロ  q  19  

北 海 道  180   Z4   14   

0   0  0   0   0   0   10   0   0  7   24   青森県  6  2  2  

0  3  2  0  0  0  20．伊i  3  0  0  0  4  15  岩手県   35  10   2  

3   0   
0   0  0   0  0  0   9   25．OIi  2  0  0  0  7  22   宮 城 県  36   5  †3．9％  

0  0   401i   0   0   0   0   7  28．DI；   0   0   0   0   丁   14  56．01   秋田県  Z5  3  3  0  

0  8   3  D  D  10  2  0  0  了  18  山形県  35  4   3  

3   0  3   0   0  0   2  20   5  0  0  14  33   福 島 県   59   3  5．1ち  0   0  

0  2  〇   2  45●i   0   0   0   0   2   8  18．Zli   5   0   D   0   3   19  43．21i   茨城県  44  34．1†i  10  

5  0  0  3．之lふ  0  0  0  0  3  0  0  0  0  3  22  栃木県  31   16．1％  0  

0   0  0   ○   791i   3  0  0  0  0  12   0  0  0  7  3   群 馬 県   38   ZO  52．8％   20  

8  4  4  9  129l‘   5   0   Z   T5、丁㌔   0   8   19  27．11l   埼玉県  44．3，i  23  

0  2   6  4  0  0  0  2  26、8㌔  0  0  0  9  30．41i  千葉県   56   18   3Z．1X  16  0  

6   5  0  0  0  8   9，71i   2  0  0  0  4   22   35．5●i   東 京 都  62   28  45．2≠   0   6  了   
3  2  Z  81l■   2   D   0   0   0   5  15．ZIi   0   0   0   4   1丁  51．5～   神奈川県  33  9l  4  0  

4  2  0   2  0  0  D  9  2  0  0  0  13  新潟県  31  7   

0   0   67l′   0  0  0   0  4   0  0  0   3  7   富 山 県   15   ZO．0％   Z  

0  0  2  105l‘   0   0   0   0   2   5  26．31i   2   0   0   2   6  31．61i   石川県  T9  8  

0  0   3  Z  0  0  0  6  0  0  0  5  41．2■i  福井県  17  5．9％   0   

D   0  0   D  0  0   0  0  0  4   7   3  0  0  16   57．11   山 梨 県   Z8   5  17，≦梢   4  

4  0  
2   2   0   0   0   0   】4  17．3■i   0   0   0   0   14   58  71．6－i   長野県  81  8．6！i  

2  0  0  0  0  之  12  3  0  0  8  17  岐阜県   42   Z6．之％  8  

4   2   D  D  0  5   0   0  0  4  21   静 同 県   41   13  31．7ち   7   D   2  

49■’   2   0   0   0   5  8．21i   0   0   D   0   5   32  52．5■i   愛知県  Zl  0  3  

0  0   0   2  0  0  D  4  0  D  0  18  
三重県   之9  5   

6   
4   38●   0  0  0  0  4   0  0  0   3  42．3   滋 賀 県   Z6   10  38．5ti  0   0  

4  0  0  00】‘   0   0   0   0   0   6  23．1Ii   0   0   0   5   5了．71l   京都府  26  19．2％  0  

3  2．3■  0  0  0  0  4  0  0  0  3  18  大阪府  43   ZO   46．5％  18  0  

3   3  0  0  0   0  4   2  0  0  0  2  19   兵 庫 県   4l   15  36．卵i   10   0   4   

之6■   0   0   0   0   4  10．31i   0   0   2   28  71．8Ii   奈良県  39  6  0  0  

5  0  0  0  2  2【）．01  0  8  0  5  10  和歌山県  30  9   8  0   O  

Z   0   0  53－   0  0  0  0   8   31．8■i   2  0  0  0  4  9   鳥 取 県   19   3  15．8ち  

0  00l   0   0   0   0   0   0  0．0●i   0   0   0   0   0   2  9．51   
島根県  2T  柑  2  0  0  

2   2  2   0  0  0  0  7  0  0  12  岡山県  27  8   2  

0   2  43■   0  0  0  0  5   3  0   0  0   2  47．8■i   広 島 県   Z3   6  Z8．1％   3  

0  0  0   0  00l   0   0   0   0   0   3  15．Oli   0   0   0   0   3   0  0．Oli   山口県  2D  17  1丁  

0  4  2  0  0  D  Z  3  0  0  0  Z  4  徳島県  24  13   D   

2   0  0   0  0  0  0  0  5．9％   0  0  0  0  1Z   香 川 県   1了   4  Z3．5％  

3  0  50l   0   0   0   0   7  35．0●i   0   0   8  40．Oli   愛媛県  之0  4  0   

2  0  0  0  0  ヱ  8  2  0  0  5  之1  高知県  34  3   0   

0   2  月   0  0  Z  13   8  2   0  10  3Z   福 岡 県   66   Z5．8蒐   12  3  

3  0  0   2  1DOI   0   0   0   2  10．0ち   0   0   0   0   2   13  65．00i   佐賀県  20  3  0  

0   0   4．3l  D  0  0  0  26．1ち  2  0  0  0  4  7  長崎県  23  9   9  0  

2   4Zl   0  0  0  22．91i  2  0  0  2  22   熊 本 県   48   13  27．1兄   0   

56I   0   0   0   0   丁  38、9ち   0   0   0   6   8  44，41i   大分県  18  2  2  0  0  0  

0  0  2  2  0  0  0  0  5  2  0  0  0  3  23．31ふ  
30  16   18  0  

2   Z  0  D  7   0  0  4   14   30．4■i   

6  146一   47, 宮崎県  
50   74  106  5．9鷲   田   0   7   6   34  348  19．之Ii   7丁   4   

7   
247  8（；4  47．70i  合 計   1．810   



【調査結果の見方】  

1．平成20年8月1日現在の状況です。  

2．設置形態   

1）庁内の推進体制の整備  

（1）設置済み【A】  

①タイプ「d」：首長をトップとし、次世代育成支援対策担当部局長をはじめ、関  

係部局長から構成（設置要綱等により設置）  

②タイプ「e」：次世代育成支援担当部局長をトップとし、関係部局長から構成（設  

置要綱等により設置）  

③タイプ「f」：次世代育成支援担当課長を中心に関係課室長横断的にプロジェク  

トチームを組織し、適宜、首長、部局長の指示・助言を得る体制  

④その他「g」：①～③タイプ以外の体制  

（2）・設置予定【B】で、平成20年度中（平成20年8月2日～平成21年3月31  

日）に設置予定の場合  

①タイプ「j」二首長をトップとし、次世代育成支援対策担当部局長をはじめJ関  

係部局長から構成（設置要綱等により設置）  

次世代育成支援担当部局長をトップとし、関係部局長から構成（設  

置要綱等により設置）  

次世代育成支援担当課長を中心に関係課室長横断的にプロジェク  

トチームを組織し、適宜、首長、部局長の指示・助言を得る体制  

：①～③タイプ以外の体制  

：庁内の推進体制を設置する予定であるが、その体制について検討   

中の場合  

②タイプ「k」   

③タイプ「t」   

④その他「m」  

⑤未 定「0」  

（3）設置予定【B】で、平成21年度中（平成21年4月1日～平成22年3月31  

日）に設置予定の場合  

首長をトップとし、次世代育成支援対策担当部局長をはじめ、関  

係部局長から構成（設置要綱等により設置）  
▼l仙 

次世代育成支援担当部局長をトップとし、関係部局長から構成（設  
置要綱等により設置）  

次世代育成支援担当課長を中心に関係課室長横断的にプロジェク  

トチームを組織し、適宜、首長、部局長の指示・助言を得る体制  

二①～③タイプ以外の体制  

：庁内の推進体制を設置する予定であるが、その体制について検討   

中の場合  

①タイプ「q」   

」L＝  

（ヨタイプ「r」：   

③タイプ「s」   

④その他「t」  

⑤未 定「v」  

ー7－   



（4）平成20年度までに設置予定なし【c】（現在検討中で実施時期未定を含む。）  

2）地域の企業や民間団体等との協働の推進   

（1）設置済み【A】  

①タイプ「d」二地方公共団体の内部部局が主体となって地域の企業や民間団体と  

協働して取り組む形  

②タイプ「e」：児童相談所や保健所等の地方公共団体の出先機関が主体となって  

取り組む形  

③タイプ「f」：企業関係者やNPO等の地域の子育て支援活動をしている者が主  

体となって運営している協議会等に、地方公共団体の担当職員が  

構成員と又はオブザーバーとして参加する形  

④その他「g」：①～③タイプ以外の体制   

（2）設置予定【白】で、平成20年庭中（平成20年8月2日～平成21年3月31  

日）に設置予定の場合  

①タイプ「j」＝地方公共団体の内部部局が主体となって地域の企業や民間団体と  

協働して取り組む形  

②タイプ「k」：児童相談所や保健所等の地方公共団体の出先機関が主体となって  

取り組む形  

③タイプ「t」：企業関係者やNPO等の地域の子育て支援活動をしている者が主  

体となって運営している協議会等に、地方公共団体の担当職員が  

構成員と又はオブザーバーとして参加する形  

④その他「m」：①～③タイプ以外の体制 

⑤未 定「0」＝地域の企業や民間団体等との協働の推進体制を設置する予定であ  

るが、その体制について検討中の場合   

（3）設置予定－【B】で、平成21年度中（平成21年4月1日～平成22年3月31  

日）に設置予定の場合  

①タイプ「q」：地方公共団体の内部部局が主体となって地域の企業や民間団体と  

協働して取り組む形  

②タイプ「r」＝児童相談所や保健所等の地方公共団体の出先機関が主体となって  

取り組む形  

③タイプ「s」：企業関係者やNPO等の地域の子育て支援活動をしている者が主  

体となって運営している協議会等に、地方公共団体の担当職員が  

構成員と又はオブザーバーとして参加する形  

④その他「t」：①～③タイプ以外の体制  

⑤未 定「∨」‥地域の企業や民間団体等との協働の推進体制を設置する予定であ  

るが、その体制について検討中の場合   

（4）平成20年度までに設置予定なし【c】（現在検討中で実施時期未定を含む。）  
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